
公 共 下 水 道 事 業 会 計



― 下水1 ―

議案第９号 

 

令和２年度野々市市公共下水道事業会計予算 

 

 （総 則） 

第１条 令和２年度野々市市の公共下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）接続戸数                   17,500戸  

（２）年間総排水量                5,700,000㎥  

（３）一日平均排水量                 15,600㎥  

（４）主要な建設改良事業 

管渠整備等事業                 331,693千円 

（収益的収入及び支出）                 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収           入 

 第１款 下水道事業収益              1,150,000千円 

  第１項 営業収益                 830,152千円 

  第２項 営業外収益                319,847千円 

  第３項 特別利益                    1千円 
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支           出 

 第１款 下水道事業費用              1,297,000千円 

  第１項 営業費用                1,071,544千円 

  第２項 営業外費用                222,755千円 

  第３項 特別損失                   1,701千円 

  第４項 予備費                   1,000千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額  

419,000 千円は、過年度分損益勘定留保資金 294,771 千円及び当年度分損益勘定留保資金 100,497 千円及び当年度分

消費税、地方消費税資本的収支調整額 23,732千円で補塡するものとする。）。 

収           入 

 第１款 資本的収入                 851,000千円 

  第１項 企業債                  496,900千円 

第２項 補助金                   95,000千円 

  第３項 工事負担金                20,000千円 

  第４項 受益者負担金               30,664千円 

  第５項 他会計出資金               208,436千円 

          支           出 

 第１款 資本的支出                1,270,000千円 

  第１項 建設改良費                331,693千円 

  第２項 企業債償還金               938,307千円 
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支           出 

 第１款 下水道事業費用              1,297,000千円 

  第１項 営業費用                1,071,544千円 

  第２項 営業外費用                222,755千円 

  第３項 特別損失                   1,701千円 

  第４項 予備費                   1,000千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額  

419,000 千円は、過年度分損益勘定留保資金 294,771 千円及び当年度分損益勘定留保資金 100,497 千円及び当年度分

消費税、地方消費税資本的収支調整額 23,732千円で補塡するものとする。）。 

収           入 

 第１款 資本的収入                 851,000千円 

  第１項 企業債                  496,900千円 

第２項 補助金                   95,000千円 

  第３項 工事負担金                20,000千円 

  第４項 受益者負担金               30,664千円 

  第５項 他会計出資金               208,436千円 

          支           出 

 第１款 資本的支出                1,270,000千円 

  第１項 建設改良費                331,693千円 

  第２項 企業債償還金               938,307千円 

 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 
 

事項 期間 限度額 

下水道マンホールポンプ場 

維持管理業務 
令和２年度～令和３年度 2,200千円 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還方法は、次のとおりと定める。 
 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還方法 

 

下水道事業 

 

 

 

496,900千円 

 

 

 

普通貸借 

又  は 

証券発行 

 

６％以内 

（ただし、利率見直し方

式で借り入れる資金につ

いて、利率の見直しを行

った後においては、当該

見直し後の利率） 

 

借入先の融資条件によ

る。ただし、企業財政その

他の都合により、据置期間

及び償還期限を短縮し、若

しくは繰上償還又は低利に

借換えすることができる。 
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（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、400,000千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）下水道事業費用の各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における款内でのこれらの経費の各項の間の 

流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその

経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費                49,301千円 

（他会計からの補助金） 

第10条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、19,221千円である。 

 

 

 

令和２年３月３日提出 

 

                                      野々市市長 粟   貴 章 



予 算 に 関 す る 説 明 書
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（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、400,000千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）下水道事業費用の各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における款内でのこれらの経費の各項の間の 

流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその

経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費                49,301千円 

（他会計からの補助金） 

第10条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、19,221千円である。 

 

 

 

令和２年３月３日提出 

 

                                      野々市市長 粟   貴 章 

【収　　入】 （単位：千円）

下水道事業収益 1,150,000

営業収益 830,152

下水道使用料 792,000

他会計負担金 38,100

その他営業収益 52

営業外収益 319,847

受取利息及び配当金 1

他会計補助金 120,000

長期前受金戻入 199,843

雑収益 2

消費税及び地方消費税還付金 1

特別利益 1

過年度損益修正益 1

令令和和２２年年度度　　野野々々市市市市公公共共下下水水道道事事業業会会計計　　予予算算実実施施計計画画

収益的収入及び支出

款 項 目 予　　定　　額 備　　　考
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【支　　出】 （単位：千円）

下水道事業費用 1,297,000

営業費用 1,071,544

管渠費 57,589

流域下水道維持管理費 285,795

総係費 32,225

減価償却費 695,933

資産減耗費 1

その他営業費用 1

営業外費用 222,755

支払利息及び企業債取扱諸費 186,482

雑支出 1

消費税及び地方消費税 36,272

特別損失 1,701

過年度損益修正損 1,700

その他特別損失 1

予備費 1,000

予備費 1,000

款 項 目 予　　定　　額 備　　　考
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【支　　出】 （単位：千円）

下水道事業費用 1,297,000

営業費用 1,071,544

管渠費 57,589

流域下水道維持管理費 285,795

総係費 32,225

減価償却費 695,933

資産減耗費 1

その他営業費用 1

営業外費用 222,755

支払利息及び企業債取扱諸費 186,482

雑支出 1

消費税及び地方消費税 36,272

特別損失 1,701

過年度損益修正損 1,700

その他特別損失 1

予備費 1,000

予備費 1,000

款 項 目 予　　定　　額 備　　　考

【収　　入】 （単位：千円）

資本的収入 851,000

企業債 496,900

企業債 496,900

補助金 95,000

補助金 95,000

工事負担金 20,000

工事負担金 20,000

受益者負担金 30,664

受益者負担金 30,664

他会計出資金 208,436

他会計出資金 208,436

資本的収入及び支出

款 項 目 予　　定　　額 備　　　考
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【支　　出】 （単位：千円）

資本的支出 1,270,000

建設改良費 331,693

管渠施設費 297,941

流域下水道建設費 33,752

企業債償還金 938,307

企業債償還金 938,307

款 項 目 予　　定　　額 備　　　考
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【収　　入】 （単位：千円）

区　　分 金　額

下水道事業収益 1,150,000 1,178,000 △ 28,000

営業収益 830,152 819,703 10,449

下水道使用料 792,000 781,000 11,000

下水道使用料 792,000 接続戸数17,500戸

他会計負担金 38,100 38,700 △ 600

一般会計負担金 38,100 一般会計負担金

その他営業収益 52 3 49

手数料 51 事務手数料外

雑収益 1

営業外収益 319,847 358,296 △ 38,449

受取利息及び配当金 1 1 0

預金利息 1

他会計補助金 120,000 158,379 △ 38,379

一般会計補助金 120,000 一般会計補助金

長期前受金戻入 199,843 199,913 △ 70

補助金 137,985

受贈財産評価額 5,599

受益者負担金 56,259

雑収益 2 2 0

その他雑収益 2

消費税及び地方消費税 1 1 0

還付金 消費税及び地方消費税還付金 1

特別利益 1 1 0

過年度損益修正益 1 1 0

過年度損益修正益 1

令令和和２２年年度度　　野野々々市市市市公公共共下下水水道道事事業業会会計計　　予予算算実実施施計計画画明明細細書書

収益的収入及び支出

款　　　項 目 当年度予定額 前年度予定額 比較増減
節

備　考【支　　出】 （単位：千円）

資本的支出 1,270,000

建設改良費 331,693

管渠施設費 297,941

流域下水道建設費 33,752

企業債償還金 938,307

企業債償還金 938,307

款 項 目 予　　定　　額 備　　　考
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【支　　出】 （単位：千円）

区　　分 金　額

下水道事業費用 1,297,000 1,313,000 △ 16,000

営業費用 1,071,544 1,071,084 460

管渠費 57,589 64,811 △ 7,222

給料 14,148 職員給

手当 6,581 期末手当外

賞与引当金繰入額 2,404 賞与引当金

法定福利費 7,011 共済組合負担金外

旅費 71 技術職員研修外

備消耗品費 260 事務消耗品外

印刷製本費 31 図面外

通信運搬費 317 マンホールポンプ通信料

委託料 17,031 管渠清掃外

修繕費 8,000 管渠施設修繕

動力費 1,700 マンホールポンプ電力料

負担金 35 研修負担金外

流域下水道維持管理費 285,795 277,110 8,685

負担金 285,795 維持管理費負担金

総係費 32,225 35,057 △ 2,832

給料 9,929 職員給

手当 2,795 期末手当外

賞与引当金繰入額 1,460 賞与引当金

報酬 28 審議会委員報酬

法定福利費 4,973 共済組合負担金外

旅費 85 事務職員研修外

報償費 1,212 受益者負担金一括納付報奨金

備消耗品費 80 事務消耗品外

款　　　項 目 当年度予定額 前年度予定額 比較増減
節

備　考
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【支　　出】 （単位：千円）

区　　分 金　額

下水道事業費用 1,297,000 1,313,000 △ 16,000

営業費用 1,071,544 1,071,084 460

管渠費 57,589 64,811 △ 7,222

給料 14,148 職員給

手当 6,581 期末手当外

賞与引当金繰入額 2,404 賞与引当金

法定福利費 7,011 共済組合負担金外

旅費 71 技術職員研修外

備消耗品費 260 事務消耗品外

印刷製本費 31 図面外

通信運搬費 317 マンホールポンプ通信料

委託料 17,031 管渠清掃外

修繕費 8,000 管渠施設修繕

動力費 1,700 マンホールポンプ電力料

負担金 35 研修負担金外

流域下水道維持管理費 285,795 277,110 8,685

負担金 285,795 維持管理費負担金

総係費 32,225 35,057 △ 2,832

給料 9,929 職員給

手当 2,795 期末手当外

賞与引当金繰入額 1,460 賞与引当金

報酬 28 審議会委員報酬

法定福利費 4,973 共済組合負担金外

旅費 85 事務職員研修外

報償費 1,212 受益者負担金一括納付報奨金

備消耗品費 80 事務消耗品外

款　　　項 目 当年度予定額 前年度予定額 比較増減
節

備　考

【支　　出】 （単位：千円）

区　　分 金　額

（営業費用） （総係費） 燃料費 80 ガソリン代

印刷製本費 143 決算書外

通信運搬費 120 郵便料金外

委託料 8,961 料金徴収業務委託外

手数料 2 口座振替手数料外

賃借料 1,644 事務所借上料

修繕費 200 自動車等修繕

負担金 466 加盟団体負担金外

保険料 46 自動車保険料外

貸倒引当金繰入額 1 貸倒引当金

減価償却費 695,933 694,104 1,829

有形固定資産減価償却費 605,873 構築物外

無形固定資産減価償却費 90,060 施設利用権

資産減耗費 1 1 0

固定資産除却費 1 構築物外

その他営業費用 1 1 0

雑支出 1

営業外費用 222,755 239,215 △ 16,460

支払利息及び企業債 186,482 213,970 △ 27,488

取扱諸費 企業債利息 186,480 長期債

借入金利息 1 一時借入金

リース債務利息 1

雑支出 1 1 0

その他雑支出 1

消費税及び地方消費税 36,272 25,244 11,028

消費税及び地方消費税 36,272

備　考前年度予定額款　　　項 目 当年度予定額 比較増減
節
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【支　　出】 （単位：千円）

区　　分 金　額

特別損失 1,701 1,701 0

過年度損益修正損 1,700 1,700 0

過年度損益修正損 1,700 漏水等による還付

その他特別損失 1 1 0

その他特別損失 1

予備費 1,000 1,000 0

予備費 1,000 1,000 0

予備費 1,000

款　　　項 目 当年度予定額 前年度予定額 備　考比較増減
節
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【支　　出】 （単位：千円）

区　　分 金　額

特別損失 1,701 1,701 0

過年度損益修正損 1,700 1,700 0

過年度損益修正損 1,700 漏水等による還付

その他特別損失 1 1 0

その他特別損失 1

予備費 1,000 1,000 0

予備費 1,000 1,000 0

予備費 1,000

款　　　項 目 当年度予定額 前年度予定額 備　考比較増減
節

【収　　入】 （単位：千円）

区　　分 金　額

資本的収入 851,000 724,000 127,000

企業債 496,900 451,500 45,400

企業債 496,900 451,500 45,400

企業債 496,900 管渠施設整備外

補助金 95,000 57,200 37,800

補助金 95,000 57,200 37,800

国庫補助金 95,000 国庫補助金

工事負担金 20,000 2,052 17,948

工事負担金 20,000 2,052 17,948

工事負担金 20,000 工事負担金

受益者負担金 30,664 8,595 22,069

受益者負担金 30,664 8,595 22,069

受益者負担金 30,664 受益者負担金

他会計出資金 208,436 204,653 3,783

他会計出資金 208,436 204,653 3,783

一般会計出資金 208,436 一般会計出資金

資本的収入及び支出

当年度予定額 前年度予定額款　　　項 目 比較増減
節

備　考
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【支　　出】 （単位：千円）

区　　分 金　額

資本的支出 1,270,000 1,142,000 128,000

建設改良費 331,693 230,443 101,250

管渠施設費 297,941 166,657 131,284

委託料 15,500 設計委託費

工事請負費 282,441 汚水管布設工事外

流域下水道建設費 33,752 63,786 △ 30,034

負担金 33,752 建設費負担金

企業債償還金 938,307 911,557 26,750

企業債償還金 938,307 911,557 26,750

企業債償還金 938,307 企業債元金

備　考目 当年度予定額 前年度予定額 比較増減
節

款　　　項
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【支　　出】 （単位：千円）

区　　分 金　額

資本的支出 1,270,000 1,142,000 128,000

建設改良費 331,693 230,443 101,250

管渠施設費 297,941 166,657 131,284

委託料 15,500 設計委託費

工事請負費 282,441 汚水管布設工事外

流域下水道建設費 33,752 63,786 △ 30,034

負担金 33,752 建設費負担金

企業債償還金 938,307 911,557 26,750

企業債償還金 938,307 911,557 26,750

企業債償還金 938,307 企業債元金

備　考目 当年度予定額 前年度予定額 比較増減
節

款　　　項 （単位：円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △ 151,603,819

減価償却費・資産減耗費 695,932,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 3,800,000

賞与引当金の増減額（△は減少） 131,000

長期前受金戻入額 △ 200,427,000

支払利息 186,480,000

未収金の増減額（△は増加） 0

未払金の増減額（△は減少） 0

その他流動資産・負債の増減額（△は増加） 0

小計 526,712,181

利息の支払額 △ 186,480,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 340,232,181

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 225,364,983

無形固定資産の取得による支出 △ 30,684,000

補助金による収入 86,364,000

受益者負担金による収入 27,876,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 141,808,983

令令和和２２年年度度　　野野々々市市市市公公共共下下水水道道事事業業予予定定キキャャッッシシュュ・・フフロローー計計算算書書
（（令令和和２２年年４４月月１１日日かからら令令和和３３年年３３月月3311日日ままでで））
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３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 496,900,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 938,305,574

リース債務の返済による支出 0

一般会計からの出資による収入 208,436,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 232,969,574

資金増減額（△は減少） △ 34,546,376

資金期首残高 327,786,314

資金期末残高 293,239,938
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３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 496,900,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 938,305,574

リース債務の返済による支出 0

一般会計からの出資による収入 208,436,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 232,969,574

資金増減額（△は減少） △ 34,546,376

資金期首残高 327,786,314

資金期末残高 293,239,938

（単位：円）

１　固定資産

　（１）有形固定資産

　　　ア　構築物 24,372,003,637

　　　　　　同減価償却累計額 △ 3,537,307,008 20,834,696,629

　　　イ　機械及び装置 97,261,122

　　　　　　同減価償却累計額 △ 54,135,988 43,125,134

　　　ウ　車両運搬具 174,738

　　　　　　同減価償却累計額 △ 166,000 8,738

　　　エ　リース資産 7,257,000

　　　　　　同減価償却累計額 △ 6,894,150 362,850

　　　オ　建設仮勘定 0

　　　有 形 固 定 資 産 合 計 20,878,193,351

　（２）無形固定資産

　　　ア　施設利用権 2,091,820,647

　　　無 形 固 定 資 産 合 計 2,091,820,647

　（３）投資その他の資産

　　　ア　出資金 0

　　　投資その他の資産合計 0

　　　固 定 資 産 合 計 22,970,013,998

２　流動資産

　（１）現金・預金 293,239,938

　（２）未収金 42,000,000

　　　　　同貸倒引当金 △ 5,649,595 36,350,405

　（３）その他流動資産 0

　　　流 動 資 産 合 計 329,590,343

　　　資  産  合  計 23,299,604,341

令令和和２２年年度度　　野野々々市市市市公公共共下下水水道道事事業業予予定定貸貸借借対対照照表表
（（令令和和３３年年３３月月3311日日））
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（単位：円）

３　固定負債

　（１）企業債

　　　ア　建設改良費等の財源に充てるための企業債 10,838,208,085

　　　企業債合計 10,838,208,085

　（２）リース債務 0

　　　固 定 負 債 合 計 10,838,208,085

４　流動負債

　（１）企業債

　　　ア　建設改良費等の財源に充てるための企業債 967,331,907

　　　企業債合計 967,331,907

　（２）リース債務 0

　（３）未払金 77,000,000

　（４）引当金

　　　ア　賞与引当金 3,883,000

　　　引当金合計 3,883,000

　　　流 動 負 債 合 計 1,048,214,907

５　繰延収益

　（１）長期前受金 8,332,513,780

　（２）長期前受金収益化累計額 △ 1,180,939,695

　　　繰 延 収 益 合 計 7,151,574,085

　　  負  債  合  計 19,037,997,077
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（単位：円）

３　固定負債

　（１）企業債

　　　ア　建設改良費等の財源に充てるための企業債 10,838,208,085

　　　企業債合計 10,838,208,085

　（２）リース債務 0

　　　固 定 負 債 合 計 10,838,208,085

４　流動負債

　（１）企業債

　　　ア　建設改良費等の財源に充てるための企業債 967,331,907

　　　企業債合計 967,331,907

　（２）リース債務 0

　（３）未払金 77,000,000

　（４）引当金

　　　ア　賞与引当金 3,883,000

　　　引当金合計 3,883,000

　　　流 動 負 債 合 計 1,048,214,907

５　繰延収益

　（１）長期前受金 8,332,513,780

　（２）長期前受金収益化累計額 △ 1,180,939,695

　　　繰 延 収 益 合 計 7,151,574,085

　　  負  債  合  計 19,037,997,077

（単位：円）

６　資本金

　（１）資本金

　　　ア　固有資本金 3,805,668,938

　　　イ　繰入資本金 1,159,939,000

　　　資 本 金 合 計 4,965,607,938

７　欠損金

　（１）欠損金

　　　ア　当年度未処理欠損金 704,000,674

　　　欠 損 金 合 計 704,000,674

　　　資 本 合 計 4,261,607,264

　　　負 債 ・ 資 本 合 計 23,299,604,341
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令和２年度予定財務諸表に関する注記  

 

 Ⅰ．重要な会計方針 

  １ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

    ・減価償却の方法    定額法による。 

    ・主な耐用年数 

     構築物             50年 

     機械及び装置               10～20年 

     車両運搬具                      6年 

  （２）無形固定資産（リース資産を除く。） 

    ・減価償却の方法    定額法による。 

    ・主な耐用年数 

     施設利用権           45年 

  （３）リース資産 

    ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。 

２ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

     職員の退職手当は、当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、石川県市町村退職手当組合における 

積立金相当額を控除した金額を一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上して 

いない。 

（２）賞与引当金 

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給 
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令和２年度予定財務諸表に関する注記  

 

 Ⅰ．重要な会計方針 

  １ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

    ・減価償却の方法    定額法による。 

    ・主な耐用年数 

     構築物             50年 

     機械及び装置               10～20年 

     車両運搬具                      6年 

  （２）無形固定資産（リース資産を除く。） 

    ・減価償却の方法    定額法による。 

    ・主な耐用年数 

     施設利用権           45年 

  （３）リース資産 

    ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。 

２ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

     職員の退職手当は、当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、石川県市町村退職手当組合における 

積立金相当額を控除した金額を一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上して 

いない。 

（２）賞与引当金 

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給 

見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

  （３）貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。 

  ３ 受益者負担金の経理方法 

 資本的収入の受益者負担金は、貸借対照表上の長期前受金を構成することから、現金主義を採用し収納時に調定を 

行っている。 

  ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

  １ 引当金の取崩し 

（１）賞与引当金の取崩し 

    当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費の支出をするため、賞与引当 

   金 3,883,000円を取り崩している。 

（２）貸倒引当金の取崩し 

   当年度において債権の不納欠損による損失を計上するため、貸倒引当金 3,800,000円を取り崩している。 

２ 企業債の償還に係る一般会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、 

一般会計が負担すると見込まれる額は、2,549,012,307円である。 

 

Ⅲ. セグメント情報に関する注記 

   野々市市公共下水道事業会計は、公共下水道事業の単一セグメントのため、記載を省略している。 
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Ⅳ．リース契約により使用する固定資産 

  １ リース取引の処理方法 

    リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計 

処理を行っている。 

リース料総額が 300 万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計 

処理を行っている。 

  ２ リース会計に係る特例措置 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
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Ⅳ．リース契約により使用する固定資産 

  １ リース取引の処理方法 

    リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計 

処理を行っている。 

リース料総額が 300 万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計 

処理を行っている。 

  ２ リース会計に係る特例措置 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 

（単位：円）
１　営業収益

（１） 下水道使用料 723,148,148

（２） 他会計負担金 38,700,000

（３） その他営業収益 2,000 761,850,148

２　営業費用

（１） 管渠費 57,544,148

（２） 流域下水道維持管理費 256,583,333

（３） 総係費 34,198,519

（４） 減価償却費 694,104,000

（５） 資産減耗費 0

（６） その他営業費用 0 1,042,430,000

　　営業利益 △ 280,579,852

３　営業外収益

（１） 受取利息及び配当金 0

（２） 他会計補助金 158,379,000

（３） 長期前受金戻入 199,913,000

（４） 雑収益 0 358,292,000

４　営業外費用

（１） 支払利息及び企業債取扱諸費 203,932,000

（２） 雑支出 0 203,932,000 154,360,000

　　経常利益 △ 126,219,852

５　特別利益

（１） 過年度損益修正益 0

（２） その他特別利益 0 0

６　特別損失

（１） 過年度損益修正損 1,851,852

（２） その他特別損失 0 1,851,852 △ 1,851,852

　　当年度純損失（△） 128,071,704

　　前年度繰越欠損金（△） 424,325,151

　　当年度未処理欠損金（△） 552,396,855

令令和和元元年年度度  野野々々市市市市公公共共下下水水道道事事業業予予定定損損益益計計算算書書
（（平平成成3311年年４４月月１１日日かからら令令和和２２年年３３月月3311日日ままでで））
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（単位：円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △ 128,071,704

減価償却費・資産減耗費 694,104,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 3,670,000

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 67,729

長期前受金戻入額 △ 199,913,000

支払利息 203,932,000

未収金の増減額（△は増加） 0

未払金の増減額（△は減少） 0

その他流動資産・負債の増減額（△は増加） 0

小計 566,313,567

利息の支払額 △ 203,932,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 362,381,567

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 370,387,626

無形固定資産の取得による支出 △ 64,406,055

補助金による収入 52,962,000

受益者負担金による収入 7,958,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 373,873,681

令令和和元元年年度度　　野野々々市市市市公公共共下下水水道道事事業業予予定定キキャャッッシシュュ・・フフロローー計計算算書書
（（平平成成3311年年４４月月１１日日かからら令令和和２２年年３３月月3311日日ままでで））
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（単位：円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △ 128,071,704

減価償却費・資産減耗費 694,104,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 3,670,000

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 67,729

長期前受金戻入額 △ 199,913,000

支払利息 203,932,000

未収金の増減額（△は増加） 0

未払金の増減額（△は減少） 0

その他流動資産・負債の増減額（△は増加） 0

小計 566,313,567

利息の支払額 △ 203,932,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 362,381,567

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 370,387,626

無形固定資産の取得による支出 △ 64,406,055

補助金による収入 52,962,000

受益者負担金による収入 7,958,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 373,873,681

令令和和元元年年度度　　野野々々市市市市公公共共下下水水道道事事業業予予定定キキャャッッシシュュ・・フフロローー計計算算書書
（（平平成成3311年年４４月月１１日日かからら令令和和２２年年３３月月3311日日ままでで））

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 451,500,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 911,554,348

リース債務の返済による支出 0

一般会計からの出資による収入 204,653,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 255,401,348

資金増減額（△は減少） △ 266,893,462

資金期首残高 594,679,776

資金期末残高 327,786,314
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（単位：円）

１　固定資産

　（１）有形固定資産

　　　ア　構築物 24,027,460,819

　　　　　　同減価償却累計額 △ 2,939,040,810 21,088,420,009

　　　イ　機械及び装置 97,261,122

　　　　　　同減価償却累計額 △ 46,552,018 50,709,104

　　　ウ　車両運搬具 174,738

　　　　　　同減価償却累計額 △ 166,000 8,738

　　　エ　リース資産 7,257,000

　　　　　　同減価償却累計額 △ 6,894,150 362,850

　　　オ　建設仮勘定 40,601,818

　　　有 形 固 定 資 産 合 計 21,180,102,519

　（２）無形固定資産

　　　ア　施設利用権 2,148,125,564

　　　無 形 固 定 資 産 合 計 2,148,125,564

　（３）投資その他の資産

　　　ア　出資金 0

　　　投資その他の資産合計 0

　　　固 定 資 産 合 計 23,328,228,083

２　流動資産

　（１）現金・預金 327,786,314

　（２）未収金 42,000,000

　　　　　同貸倒引当金 △ 9,449,595 32,550,405

　（３）その他流動資産 44,647,200

　　　流 動 資 産 合 計 0 404,983,919

　　　資  産  合  計 23,733,212,002

令令和和元元年年度度　　野野々々市市市市公公共共下下水水道道事事業業予予定定貸貸借借対対照照表表
（（令令和和２２年年３３月月3311日日））
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（単位：円）

１　固定資産

　（１）有形固定資産

　　　ア　構築物 24,027,460,819

　　　　　　同減価償却累計額 △ 2,939,040,810 21,088,420,009

　　　イ　機械及び装置 97,261,122

　　　　　　同減価償却累計額 △ 46,552,018 50,709,104

　　　ウ　車両運搬具 174,738

　　　　　　同減価償却累計額 △ 166,000 8,738

　　　エ　リース資産 7,257,000

　　　　　　同減価償却累計額 △ 6,894,150 362,850

　　　オ　建設仮勘定 40,601,818

　　　有 形 固 定 資 産 合 計 21,180,102,519

　（２）無形固定資産

　　　ア　施設利用権 2,148,125,564

　　　無 形 固 定 資 産 合 計 2,148,125,564

　（３）投資その他の資産

　　　ア　出資金 0

　　　投資その他の資産合計 0

　　　固 定 資 産 合 計 23,328,228,083

２　流動資産

　（１）現金・預金 327,786,314

　（２）未収金 42,000,000

　　　　　同貸倒引当金 △ 9,449,595 32,550,405

　（３）その他流動資産 44,647,200

　　　流 動 資 産 合 計 0 404,983,919

　　　資  産  合  計 23,733,212,002

令令和和元元年年度度　　野野々々市市市市公公共共下下水水道道事事業業予予定定貸貸借借対対照照表表
（（令令和和２２年年３３月月3311日日）） （単位：円）

３　固定負債

　（１）企業債

　　　ア　建設改良費等の財源に充てるための企業債 11,308,639,992

　　　企業債合計 11,308,639,992

　（２）リース債務 0

　　　固 定 負 債 合 計 11,308,639,992

４　流動負債

　（１）企業債

　　　ア　建設改良費等の財源に充てるための企業債 938,305,574

　　　企業債合計 938,305,574

　（２）リース債務 0

　（３）未払金 77,000,000

　（４）引当金

　　　ア　賞与引当金 3,752,000

　　　引当金合計 3,752,000

　　　流 動 負 債 合 計 1,019,057,574

５　繰延収益

　（１）長期前受金 8,181,249,960

　（２）長期前受金収益化累計額 △ 980,510,607

　　　繰 延 収 益 合 計 7,200,739,353

　　  負  債  合  計 19,528,436,919
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（単位：円）

６　資本金

　（１）資本金

　　　ア　固有資本金 3,805,668,938

　　　イ　繰入資本金 951,503,000

　　　資 本 金 合 計 4,757,171,938

７　欠損金

　（１）欠損金

　　　ア　当年度未処理欠損金 552,396,855

　　　欠 損 金 合 計 552,396,855

　　　資 本 合 計 4,204,775,083

　　　負 債 ・ 資 本 合 計 23,733,212,002
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令和元年度予定財務諸表に関する注記  

 

 Ⅰ．重要な会計方針 

  １ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

    ・減価償却の方法    定額法による。 

    ・主な耐用年数 

     構築物             50年 

     機械及び装置               10～20年 

     車両運搬具                      6年 

  （２）無形固定資産（リース資産を除く。） 

    ・減価償却の方法    定額法による。 

    ・主な耐用年数 

     施設利用権           45年 

  （３）リース資産 

    ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。 

２ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

     職員の退職手当は、当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、石川県市町村退職手当組合における 

積立金相当額を控除した金額を一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上して 

いない。 

（２）賞与引当金 

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給 

（単位：円）

６　資本金

　（１）資本金

　　　ア　固有資本金 3,805,668,938

　　　イ　繰入資本金 951,503,000

　　　資 本 金 合 計 4,757,171,938

７　欠損金

　（１）欠損金

　　　ア　当年度未処理欠損金 552,396,855

　　　欠 損 金 合 計 552,396,855

　　　資 本 合 計 4,204,775,083

　　　負 債 ・ 資 本 合 計 23,733,212,002
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見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

  （３）貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。 

  ３ 受益者負担金の経理方法 

 資本的収入の受益者負担金は、貸借対照表上の長期前受金を構成することから、現金主義を採用し収納時に調定を 

行っている。 

  ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

  １ 引当金の取崩し 

（１）賞与引当金の取崩し 

    当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費の支出をするため、賞与引当 

   金 3,752,000円を取り崩している。 

（２）貸倒引当金の取崩し 

   当年度において債権の不納欠損による損失を計上するため、貸倒引当金 3,670,700円を取り崩している。 

２ 企業債の償還に係る一般会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、 

一般会計が負担すると見込まれる額は、2,692,833,409円である。 

 

Ⅲ. セグメント情報に関する注記 

   野々市市公共下水道事業会計は、公共下水道事業の単一セグメントのため、記載を省略している。 
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見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

  （３）貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。 

  ３ 受益者負担金の経理方法 

 資本的収入の受益者負担金は、貸借対照表上の長期前受金を構成することから、現金主義を採用し収納時に調定を 

行っている。 

  ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

  １ 引当金の取崩し 

（１）賞与引当金の取崩し 

    当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費の支出をするため、賞与引当 

   金 3,752,000円を取り崩している。 

（２）貸倒引当金の取崩し 

   当年度において債権の不納欠損による損失を計上するため、貸倒引当金 3,670,700円を取り崩している。 

２ 企業債の償還に係る一般会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、 

一般会計が負担すると見込まれる額は、2,692,833,409円である。 

 

Ⅲ. セグメント情報に関する注記 

   野々市市公共下水道事業会計は、公共下水道事業の単一セグメントのため、記載を省略している。 

 

 

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産 

  １ リース取引の処理方法 

    リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計 

処理を行っている。 

リース料総額が 300 万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計 

処理を行っている。 

  ２ リース会計に係る特例措置 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
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（令和２年度）

（１）　総括

12,648

12,112

合　計法定福利費

本年度

前年度

比　較

840

0

0

本年度
手当

の内訳

区　　分
報　酬

比　較 0 0

扶養手当

前年度

住居手当

0

0

区分

48,818

49,663

840

4,101 0 0 12,629490243 1,300 0 5,655

0 △ 300 0 △ 55

4,064 0243 1,600 0 5,710

△ 536

37 0 0 △ 388△ 70

0 13,017560

△ 8450 79

通勤手当
特殊勤務

手当

△ 388

（単位：千円）

計児童手当
時間外

勤務手当
管理職
手当

△ 309

勤勉手当

12,629

13,017

24,077

23,998

期末手当 地域手当

給　　与　　費　　明　　細　　書

37,015

給　　与　　費

給  料 手　当 計

36,7060

0

（単位：千円）

職員数

特別職
（人）

一般職
（人）

8

7

10
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（令和２年度）

（１）　総括

12,648

12,112

合　計法定福利費

本年度

前年度

比　較

840

0

0

本年度
手当

の内訳

区　　分
報　酬

比　較 0 0

扶養手当

前年度

住居手当

0

0

区分

48,818

49,663

840

4,101 0 0 12,629490243 1,300 0 5,655

0 △ 300 0 △ 55

4,064 0243 1,600 0 5,710

△ 536

37 0 0 △ 388△ 70

0 13,017560

△ 8450 79

通勤手当
特殊勤務

手当

△ 388

（単位：千円）

計児童手当
時間外

勤務手当
管理職
手当

△ 309

勤勉手当

12,629

13,017

24,077

23,998

期末手当 地域手当

給　　与　　費　　明　　細　　書

37,015

給　　与　　費

給  料 手　当 計

36,7060

0

（単位：千円）

職員数

特別職
（人）

一般職
（人）

8

7

10

（２）　　給料及び手当の増減額の明細

区　　分 増減額

　　　　千円 　　　　千円

69

昇給に伴う
増加分

419

期末手当 15

勤勉手当 114

備　　　考

△ 409

説　　　明増減額の増減事由別内訳

給与表改定に
伴う増減分

129
給与制度改正に
伴う増減分

手　当

給　　料

その他の
増減分

△ 388

その他の
増減分

△ 517

79
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（３）　　給料及び手当の状況

　　　ア　職員１人当たり給与

275,657円

285,657円

36歳７月

280,157円

289,443円

36歳７月

　　　イ　初任給

高　　校　　卒 150,600円 147,900円 150,600円

大　　学　　卒 182,200円 182,200円

平成31年１月１日現在

区　　分

平均給料月額

平均給与月額

平  均  年  齢

一　般　行　政　職

平均給料月額

平均給与月額

平  均  年  齢

技　能　労　務　職一　般　行　政　職区　　分

令和２年１月１日現在

一　般　会　計　の　制　度
技　能　労　務　職

行　政　職
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（３）　　給料及び手当の状況

　　　ア　職員１人当たり給与

275,657円

285,657円

36歳７月

280,157円

289,443円

36歳７月

　　　イ　初任給

高　　校　　卒 150,600円 147,900円 150,600円

大　　学　　卒 182,200円 182,200円

平成31年１月１日現在

区　　分

平均給料月額

平均給与月額

平  均  年  齢

一　般　行　政　職

平均給料月額

平均給与月額

平  均  年  齢

技　能　労　務　職一　般　行　政　職区　　分

令和２年１月１日現在

一　般　会　計　の　制　度
技　能　労　務　職

行　政　職

　　　ウ　級別職員数

（　　）は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（級別の標準的な職務内容）

主事 主事 専門員 係長 課長補佐 課長　 部長 部長
技師 技師 主査 専門員 課参事 参事 参事

部次長

８　　　級 （　　） （　　）

（　　）

（　　）

（　　）

（　　）

技　能　労　務　職
区　　分

級 職員数（人） 構成比（％）

一　般　行　政　職

級 職員数（人） 構成比（％）

１　　　級

２　　　級

３　　　級

４　　　級

５　　　級

計

１　　　級

２　　　級

３　　　級

４　　　級

（　　）

1

（　　）

（　　）

（　　）

（　　）

（　　）

（　　）

7（　　）

（　　） 28.6

100.0（　　）

（　　）

１　　　級

２　　　級

28.6

2

1

1

（　　）

14.3

28.6

14.3

28.6

１　　　級

計

３　　　級

４　　　級

（　　）

（　　）

６　　級

（　　）

（　　）

（　　）

（　　）

（　　）

（　　）

（　　）

2

2

1

（　　）

（　　）

（　　）

14.3

（　　）

（　　）

（　　）

1

1

2

４　　　級

（　　）

14.3

14.3

２　　　級

３　　　級

（　　）

（　　） （　　）

７　　　級

（　　）

計

７　　　級

８　　　級

（　　）

（　　）

（　　）

（　　）

（　　）

令和２年１月１日現在 （　　）

（　　）

（　　）

（　　）

（　　）

（　　）

５　　　級

６　　　級

３　　級 ４　　級

（　　）

区　分

平成31年１月１日現在

14.3

（　　）

７　　級

６　　　級 （　　） （　　）

（　　）

（　　）

１　　級 ２　　級 ８　　級

計

一般行政職

５　　級

7 （　　） 100.0
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　　　エ　昇給

一般行政職 技能労務職

職員数 　（Ａ）　　　　　　　（人） 7 7

昇給に係る職員数 　（Ｂ）　　　　　　　（人） 7 7

　　２号給　　　　  （人） 0 0

　　４号給　　　　  （人） 7 7

比　率 　（Ｂ）/（Ａ）　   　 （％） 100.0 100.0

職員数 　（Ａ）　　　　　　　（人） 7 7

昇給に係る職員数 　（Ｂ）　　　　　　　（人） 7 7

　　２号給　　　　  （人） 0 0

　　４号給　　　　  （人） 7 7

比　率 　（Ｂ）/（Ａ）　   　 （％） 100.0 100.0

号給数別内訳

代　表　的　な　職　種

区　　分 合　　計

本
年
度

前
年
度

号給数別内訳
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　　　エ　昇給

一般行政職 技能労務職

職員数 　（Ａ）　　　　　　　（人） 7 7

昇給に係る職員数 　（Ｂ）　　　　　　　（人） 7 7

　　２号給　　　　  （人） 0 0

　　４号給　　　　  （人） 7 7

比　率 　（Ｂ）/（Ａ）　   　 （％） 100.0 100.0

職員数 　（Ａ）　　　　　　　（人） 7 7

昇給に係る職員数 　（Ｂ）　　　　　　　（人） 7 7

　　２号給　　　　  （人） 0 0

　　４号給　　　　  （人） 7 7

比　率 　（Ｂ）/（Ａ）　   　 （％） 100.0 100.0

号給数別内訳

代　表　的　な　職　種

区　　分 合　　計

本
年
度

前
年
度

号給数別内訳

　　　オ　期末手当・勤勉手当

(1.175) 2.250 (1.175) 2.250 (2.350) 4.500 有

(1.175) 2.225 (1.175) 2.225 (2.350) 4.450 有

(1.175) 2.250 (1.175) 2.250 (2.350) 4.500 有

（　　）は、再任用職員の標準的な支給率を記載したもの。

　　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（令和２年４月１日以降）

２０年勤続の者
（月分）

２５年勤続の者
（月分）

３５年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

備　考

24.586875 33.27075 47.709 47.709

24.586875 33.27075 47.709 47.709

支給率計（月分）

定年前早期退職特例措置（2～20％加算）
退職手当調整額（役職加算）

定年前早期退職特例措置（2～20％加算）
退職手当調整額（役職加算）

職制上の段階、
職務の級等による

加算措置
備　考

その他の
加算措置等

一般会計の制度

支給期別支給率

６月（月分） １２月（月分）

一般会計の制度
（支給率等）

区分

支給率等

区　　分

本年度

前年度
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　　　キ　特殊勤務手当

給料総額に対する比率（％） 0.0

支給対象職員の比率（％） 100.0

　　　ク　その他の手当

区　　分

扶養手当

住居手当

通勤手当

同　　　　じ

同　　　　じ

同　　　　じ

技能労務職
全　職　種区　　分

代　表　的　な　職　種

代表的な特殊勤務手当の名称

一般会計の制度との異同 差異の内容

0.0

100.0

下水道施設の管理作業に従事する職員

一般行政職


